
 

 

 

 
* 年金改革ウォッチは、2013年1月より毎月第1火曜日に連載（祝日は休載）。 
*1 法定業種は厚生年金保険法６条に規定されている業種。法定当時(1953年)の区分で16業種(2022年9月時点)が列記されてい

るが、現在の日本標準産業分類に基づいて整理すれば、農林水産業と一部のサービス業を除く広範な業種が対象となってい
る(働き方の多様化を踏まえた社会保険の対応に関する懇談会(2019.09.20) 参考資料 p.118-119)。 
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1 ――― 先月までの動き 

 先月は、年金改革に関係する審議会等は開催されなかった。 

 

2 ――― ポイント解説：2022年10月に実施される厚生年金の適用拡大 

 2022年10月に、厚生年金の対象者の拡大（適用拡大）が実施される。本稿では、厚生年金の適用に

関する全体像を概観した上で、今回の拡大で新たに対象となる３つのパターンを確認する。 

1｜全体像の再確認：通常の労働者と短時間労働者で加入要件が異なる 

 公的年金の加入者は大きく３つに区分される。70歳未満の正社員などは厚生年金の加入者となり、

厚生年金加入者に扶養される20～59歳の専業主婦(夫)が国民年金の第３号被保険者となる。日本に居

住する20～59歳の人で、厚生年金加入者にも国民年金の第３号被保険者にもならない人は、国民年金

の第１号被保険者となる。 

 このように、公的年金の加入者区分においては厚生年金の加入者となるか否かが第１のポイントと

なるが、それは個人の就労状況(労働時間等)と職場(事業所)の形態等によって決まる。 

 通常の厚生年金加入者の場合、個人の就労状況

については、週の所定労働時間および月の所定労

働日数が常時雇用者の４分の３以上であることが

要件となっている。職場(事業所)の形態等につい

ては、法人の事業所は業種や規模に関係なく強制

加入の対象となる。個人事業所は、法律で定められ

た業種*1かつ通常の厚生年金加入者に該当する従

業員が常時５人以上の場合に強制加入の対象とな

り、それ以外の場合は従業員の半数以上の同意を

得る等の要件を満たせば任意加入できる。 

図表１ 公的年金加入者の区分（イメージ） 

 
(注１) 縦軸と横軸は区分の基準となる境界の概要を示すもので、

それ以外の大小関係は示していない。例えば、国民年金第
３号被保険者には年収や労働時間がゼロの者も含まれる。 
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*2 厳密には、通常の(パート労働者ではない)厚生年金加入者。 
*3 働き方の多様化を踏まえた社会保険の対応に関する懇談会(2019.09.20) 参考資料 p.116。 
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 パート(短時間)労働者の場合は、短時間労働者に

特有の就労状況や企業規模の要件を満たした場合

に、厚生年金の強制適用の対象となる。企業規模の

要件を満たさない場合は、従業員の半数以上の同意

を得る等の要件を満たせば任意加入できる。 

2｜拡大１：社員100人超の企業で働くパート労働者 

 2022年10月に拡大される対象の１つ目は、短時間

労働者(パート労働者)である。従来の要件のうち、

企業規模要件が「社員*2500人超」から「社員100人超」

へ拡大される。また、短時間労働者に特有の勤務期

間要件が廃止され、通常の厚生年金加入者と同じ「継

続して２か月を超えて使用される見込み」となる。

なお、従来は契約期間が１年未満でも更新の前例が

あれば厚生年金の対象になっていたため、勤務期間

要件廃止の影響は小さいとみられている*3。 

 今回の拡大で新たに対象となる事業所には、８月

下旬に「特定適用事業所該当事前のお知らせ」、10月

初旬に「特定適用事業所該当通知書」が日本年金機

構から届く。事前のお知らせが届かなくても、該当

する事業所は「特定適用事業所該当届」を日本年金

機構へ提出する必要がある。 

 今回の拡大で新たに厚生年金の対象となる従業員

がいる場合、事業主は該当する従業員の「資格取得

届」を日本年金機構へ提出する必要がある。 

3｜拡大２：士業の個人事業所の従業員 

 2022年10月に拡大される対象の２つ目は、士業の個人事業所の従業員である。前述したように、個

人事業所は、法定された業種かつ通常の厚生年金加入者に該当する従業員が常時５人以上の場合に強

制加入の対象となる。2022年10月からは、この対象業種に士業が追加される。対象業種が追加される

のは、1953年以来、約70年ぶりとなる。 

 今回の拡大で新たに対象となる事業所は、事実発生日(2022年10月1日)以降に、「新規適用届」と、

該当する従業員の「資格取得届」を日本年金機構へ提出する必要がある。 

4｜拡大３：雇用契約の期間が２か月以内であっても２か月を超えて雇用される可能性がある場合 

 2022年10月に拡大される対象の３つ目は、雇用契約の期間が２か月以内であっても、雇用契約に「更

新される旨」や「更新される場合がある旨」が明示されている場合や、同じ事業所で同様の雇用契約

の人が更新等で最初の雇用契約の期間を超えて雇用された実績がある場合である。このような場合、

従来は雇用契約が更新されるなど２か月を超えて働くことになった場合から厚生年金の対象となって

いたが、2022年10月からは雇用期間の当初から厚生年金の対象となる。 

図表２ パート労働者に対する厚生年金の要件 

  
(注１) 企業規模は、通常の(パート労働者ではない)厚生年金の 

加入者数を差す 

 

図表３ 厚生年金の加入対象となる事業所 

  
(注１) ◎は1985年改正前からの強制適用、○は1985年改正後の 

強制適用、△は任意適用。 

(注２) 法定業種は厚生年金保険法６条に規定されている業種。

他の業種は、農林水産業と一部のサービス業(宿泊業、飲

食店、理美容、士業など[図表4の士業は2022/9まで])。 

 

図表４ 厚生年金の対象に追加される士業 

 
 

2016 2022 2024
/10～ /10～ /10～

所定労働
時間

週20時間
以上

同左 同左

所定内
賃金

月8.8万
円以上

同左 同左

勤務期間 １年以上
の見込み

２か月超
の見込み

同左

学生 昼間学生
は対象外

同左 同左

企業規模 500人超 100人超 50人超

(拡大数) +46万人 +45万人 +20万人

常時の従業員数

5人未満 5人以上

法人 法定業種 ○ ◎

事業所 他の業種 ○ ○

個人 法定業種 △ ◎

事業所 他の業種 △ △

形態 業種

弁護士、沖縄弁護士、外国法事務弁護士、公認会計

士、公証人、司法書士、土地家屋調査士、行政書士、

海事代理士、税理士、社会保険労務士、弁理士
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